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独立行政法人国際協力機構の 2016 年度（平成 28 年度）計画の変更理由 

 

１.「未来への投資を実現する経済対策」（2016 年 8 月 2 日）に係る予算が平成 28 年度補正予算（第２号）により措置された

ことに伴う変更。 

２.「国際協力事業安全対策会議 最終報告（2016 年 8 月 30 日）」等を踏まえた安全対策に関する取組を追加することに伴う

変更。 
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独立行政法人国際協力機構の 2016 年度（平成 28 年度）計画新旧対照表 

 

独立行政法人名   国際協力機構                                                   主務府省名  外務省 

2016 年度（平成 28年度）計画（変更前） 2016 年度（平成 28年度）計画（変更後） 

1．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

（6）事業の横断的事項に関する取組 

（ニ） 安全対策の強化 

① 開発途上地域における事業実施に伴う犯罪、テロ、交通事故、自

然災害等による被害リスクに備え、派遣専門家、ボランティア、

職員等の関係者の安全管理能力の強化に向けた研修等の実施、治

安情報の収集・分析、安全対策の実施、事件事故や緊急事態発生

時の適時対応を行う。特に、平和構築に係る支援等、政情・治安

が不安定な地域での支援に際しては十分な安全対策や体制整備を

行う。（赴任前研修等での安全対策研修・交通安全対策研修の実施

回数：55 回、安全確認調査及び安全・交通安全巡回指導実施国数：

25 か国） 

（中略） 

 

 

3．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画（有償資金

協力勘定を除く。）  

① 自己収入の確保及び適正な管理・運用に努める。 

1．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

（6）事業の横断的事項に関する取組 

（ニ） 安全対策の強化 

① 開発途上地域における事業実施に伴う犯罪、テロ、交通事故、自

然災害等による被害リスクに備え、派遣専門家、ボランティア、

職員等の関係者の安全管理能力の強化に向けた研修等の実施、治

安情報の収集・分析、安全対策の実施、事件事故や緊急事態発生

時の適時対応を行う。特に、平和構築に係る支援等、政情・治安

が不安定な地域での支援に際しては十分な安全対策や体制整備を

行う。（赴任前研修等での安全対策研修・交通安全対策研修の実施

回数：55 回、安全確認調査及び安全・交通安全巡回指導実施国数：

25 か国） 

また、「国際協力事業安全対策会議」の最終報告（2016 年 8 月

30 日）等を踏まえ、安全対策を着実に強化する。 

（中略） 

3．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画（有償資金

協力勘定を除く。）  

① 自己収入の確保及び適正な管理・運用に努める。 
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② 平成 27 年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された運営費

交付金については、「総合的な TPP 関連政策大綱」（2015 年 11 月

25 日）において、海外展開先のビジネス環境整備等を図るために

措置されたことを認識し、産業人材育事業等に係る技術協力に活

用する。 

（中略） 

 

② 平成 27 年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された運営費

交付金については、「総合的な TPP 関連政策大綱」（2015 年 11 月

25 日）において、海外展開先のビジネス環境整備等を図るために

措置されたことを認識し、産業人材育事業等に係る技術協力に活

用する。 

平成 28 年度補正予算（第２号）により追加的に措置された運営

費交付金については、「未来への投資を実現する経済対策」（平成

28 年 8 月 2 日）において、インフラなどの海外展開支援等を図る

ために措置されたことを認識し、インフラ輸出・中小企業等の海

外展開支援等に係る技術協力に活用する。 

（中略） 

 

 

 

 

 



独立行政法人国際協力機構の 2016 年度（平成 28 年度）計画新旧対照表 

4/4 

 

 

 

以 上 

 

 

以 上 

 


